






カ．医療機関発生状況調査
目的

対象日： 平成２１年７月６日（月）から７月１８日（土）までの受診状況

対象者

方法： 郵送により、桑名医師会員・いなべ医師会員へ調査用紙配付。

結果： 回答率84.6％（110/130機関）。 ※〔表１〕〔表２〕参照

考察

一方、受診状況では、小学校の存在する団地内、若しくは近隣の小児科医に患者が集積してい
た。今回の報告患者の92.6%が中学生以下であったこと、患者が集中して発生した土曜日に団地内
の小児科医が在宅当番であったことなどの要因が考えられた。
このように一定地域での患者の急激な増加に対する医療体制の確保として、地域全体で応援体制

の整備、また、インフルエンザ患者集団発生に備えて、迅速診断キットや抗インフルエンザ薬の供給
体制を検討しておくことが望まれる。

・23医療機関から152名の報告患者があった。うち重複患者及び調査期間外等を除く135名(15機関)
を分析。

調査の結果から、今回の集団感染事例は、F小学校6年生の間で、感染暴露があり、その後、家
庭・塾などでの接触により感染伝播したと考えられる。T町内学校施設においては、A型インフルエン
ザが発生した初期の段階で、学校閉鎖等の対策が講じられており、さらに、学校職員が児童宅に連
絡を取り、健康状況の把握を行うとともに感染拡大防止についての注意事項を周知している。2日目
以降には6年生での発生は急激に減少しており、土日を含め早期の学校閉鎖の効果が示唆される。

また、患者や濃厚接触者の体調確認や行動の自粛について当時は現在よりも厳密な対策が行わ
れていた。これらの対策の結果、二次感染が小規模に止まり、地域への感染拡大が抑制されたと考
えられる。F小学校には、6年生は2クラス存在するが、初発患者が確認された前日、英会話の合同授
業が行われている。当日は気温が高く冷房が使用されていた。新型インフルエンザの基本再生産数
Ro=1.4～1.6（WHO）と言われ麻疹や水痘ほどの感染力はないとされているが、このような条件下で、
飛沫が飛散しやすい授業内容であったことが、今回6年生の爆発的な感染暴露の要因とも推察され
る。

7月10日、新型インフルエンザ集団感染事例を認めたため、本集団感染事例における患者の発生
状況、受診状況を調査し、秋冬季に向けた感染予防及び感染拡大時の対策に資する。

上記調査対象日に受診した患者のうち、迅速診断キットでA陽性者で、A型と診断された患者、及
び迅速診断キットでA陽性者と診断された患者の濃厚接触者（家族等）であり、臨床所見からA型が
疑われる患者。

7月10日 7月11日 7月12日 7月13日 7月14日 7月15日 7月16日 7月17日 7月18日

（金） （土） （日） （月） （火） （水） （木） （金） （土）

a (106)

b (97) 1 1
c (215)

d (92)

e (119)

f (81)

A (196)

B (175) 2 2
C (410)

D (186) 1 1 2
E (259) 1 3 1 1 6
F (212) 1 50 25 11 12 3 2 1 105
Y (367)

Z (296) 1 1 1 2 5
Ⅰ(85） 1 1
Ⅱ（23） 1 1
Ⅲ（541） 1 2 3
Ⅳ（418） 1 1

2 1 1 4
2 1 1 4

1 51 30 17 17 5 6 3 5 135
0.7% 37.8% 22.2% 12.6% 12.6% 3.7% 4.4% 2.2% 3.7% 100.0%

※7月6日から9日に診断された報告患者は認められなかった。
午後から休校・休園 学年閉鎖
休校・休園 夏季休暇
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〔表 1〕所属別診断日別インフルエンザ患者発生状況
施設区分

（在籍者数）
総計
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〔表  2〕

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
1 5 3 1 4
2 4 1 1 1 3
3 3 2 2
4 3 1 1 2
5 3 1 1 2
6 3 2 2
7 2 1 1
8 2 1 1
9 2 1 1
10 2 1 1
11 2 1 1
12 2 1 1
13 2 1 1
14 2 1 1
15 2 1 1
16 2 1 1

合計（人） 41 5 10 4 0 3 1 2 25

20 40 16 0 12 4 8 100

感染（推定）事例における初発病者以外の家族が発病した日までの経過日数別発病者数

初発病者以外の家族が発病した日までの経過日数別発病者数（人）

（注）初発病患者が1人でその翌日以降に家族が発病した事例（16家族）を家族内感染と推定し集計した。
なお、同日に複数発生し翌日以降に発生しなかった家族（5家族）は除外した。

家族内感染（推定）患者総
数（25人）に対する割合
（％）

家族内感染
（推定）事例

発病家族
総数（人）

35











（７）結核対策特別促進事業

ア 目的

イ 事業内容

ウ 「結核患者服薬支援（DOTS）」
1)医療機関とのDOTSカンファレンス
【四日市社会保険病院】 １２回

検討実人数 １８名（延べ３３名）
地域DOTS報告人数 ２２名（延べ９９名）
地域DOTS終了報告人数 １５名

【三重中央医療センター】  １回
検討実人数 ２名（延べ ２名）

2)訪問及び面接ＤＯＴＳ支援 対象者 ： ４名（延べ３３回）

3)連絡確認ＤＯＴＳ支援 対象者 ：２３名（延べ１０１回）

エ 成果

オ 今後の課題と22年度の計画

2)医療機関と地域との連携のもと、ＤＯＴＳを推進し服薬支援体制を整備する。

1)平成21年度にアンケート調査を実施した居宅サービス事業所管理者及び職員に対して
研修会等を行うことにより、結核対策の強化を図る。

事業所の管理者の多くは、保健所が結核対策を行っていることを知っており、研修やイ
ンターネット等を通じて結核について学習はしているが、支援を行った事業所のうち、
サービス開始にあたっては職員への感染を心配していた。また、服薬支援者として役割が
期待されるＤＯＴＳについては、ほとんど普及していない実態がわかった。

このことから、結核について学んではいるが、今後も感染予防を含め、正確な情報と知
識についても啓発していくこと、また、ＤＯＴＳ支援において介護職員に期待する部分は
大きく、今後さらに普及啓発を行っていく必要がある。

ＤＯＴＳ支援については、入院時から本人に面接を行うことで信頼関係を築くことがで
き、また、定期的にＤＯＴＳカンファレンスを開催することにより、医療機関と保健所間
の連携強化が図られた。

居宅サービス事業所の中で、訪問介護と通所介護を実施している事業所の管理者を対象
にアンケート調査を実施することにより、結核についてどのように認識され、どの程度知
識を持っているかの確認を行う。そのうえで居宅サービスを実施する事業所の方に結核に
ついて正しい知識を持ち、服薬の重要性、継続治療の必要性について理解していただくこ
とを目的とする。

管内の通所介護（９３ヶ所）及び訪問介護（３８ヶ所）サービスを実施している事業所
に対しアンケート用紙を郵送し、通所介護５６事業所、訪問介護２５事業所より回答を得
た。

1) 「通所介護及び訪問介護を実施する事業所管理者に対する結核に関するアンケート
     調査」

－40 －


